
平成27年度地方創生関連の予算措置等

○ 地域の実情に応じたきめ細やかな施策を可能にする等の観点から、地方創生の取組に要する経費について、

地方財政計画の歳出に1.0兆円を計上。

○ 人口減少を克服するための効果的・効率的な社会・経済システムの構築を図るため、少子化対策・医療制度・介護

保険制度等の改革を推進。このため、消費税財源（1.35兆円）等を活用し、27年度からの子ども・子育て支援新制度

の円滑な施行に必要な「量的拡充」及び「質の改善」を行うとともに、医療・介護サービスの提供体制改革等を推進。

② まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）の地方財政計画の歳出への計上 1.0兆円

③ 社会保障の充実 1.36兆円（国・地方合計）

※ 先行的支援として補正予算において措置した3,275億円と合わせると1兆円超

○ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標別の内訳は以下の通り。

i )  地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする ： 1,744億円

（例）新規就農・就業者への総合的支援（農林水産省）： 262億円

ii） 地方への新しいひとの流れをつくる ： 644億円

（例）地方大学等の活性化（文部科学省）： 371億円

iii） 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる ： 1,096億円

（例）待機児童解消加速化プランの更なる推進（厚生労働省）： 124億円

iv） 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する ： 3,741億円

（例）地域公共交通ネットワークの再編に対する支援（国土交通省）： 290億円

（注）上記の計数には特別会計による予算措置も含めている。

① 総合戦略等を踏まえた個別施策（社会保障の充実に係るものを除く） 7,225億円 （うち優先課題推進枠1,896億円）
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（億円）

地方版総合戦略策定支援経費 0.9

地域版「輝く女性応援会議」開催事業 0.2

女性の活躍「見える化」推進 0.1

地域における女性活躍推進モデル事業 0.2

情報通信利用環境整備推進事業 4.3

観光・防災Wi-Fiステーション整備事業 2.5

携帯電話等エリア整備事業 12.3

民放ラジオ難聴解消支援事業 14.5

異能vation・地域ICT振興型研究開発 3.9

地域経済イノベーションサイクル（ローカル10,000プロジェクトの推進） 23.1

地域の国際化を推進し、国際的な視点を取り入れた地域活性化を支援（「JET地域
国際化塾」（仮称）の開催）

0.1

分散型エネルギーインフラプロジェクト（「地域の特性を活かしたエネルギー事業導
入計画（マスタープラン）」の策定）

2.4

「公共クラウド」の実運用 0.5

地域における日常生活機能確保に向けた取組を推進する 0.2

法務省 「観光立国実現のための出入国審査の充実」の内数 -

地方連携推進事業 0.2

地方自治体の国際展開のための自治体連携強化セミナー　（「JICA運営費交付
金」の内数）

-

被災地を含む地方産品を活用した機材・製品の供与（「無償資金協力」の内数） -

地方自治体と連携した無償資金協力の推進（「無償資金協力」の内数） -

ODAを活用した中小企業の海外展開支援等（「無償資金協力」と「JICA運営費交付
金」の内数）

-

国産酒類の活用推進 0.5

成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進 15.7

我が国の研究開発力を駆動力とした地方創生イニシアティブ 26.2

女性研究者の活躍促進 10.9

文化財総合活用戦略プラン 83.7

文化芸術創造都市推進事業 0.1

文化芸術による地域活性化・国際発信推進事業 26.2

劇場・音楽堂等活性化事業 30.0

「障害者の社会参加支援の充実」の内数 -

地域しごと創生プラン 94.0

地域人材育成の強化 103.2

女性の活躍推進 31.1

高齢者活用・現役世代雇用サポート事業 40.0

障害者の就労支援 58.3

担当府省庁 事業名

総務省

平成27年度予算政府案におけるまち・ひと・しごと創生関連事業

予算額
まち・ひと・しごと創生総合戦略における

政策パッケージ

内閣府

厚生労働省

①地方にしごとをつくり、安心して働け
るようにする

文部科学省

外務省

平 成 27 年 １ 月 14 日
内 閣 官 房
まち・ひと・しごと創生本部事務局



担当府省庁 事業名 予算額
まち・ひと・しごと創生総合戦略における

政策パッケージ

出生動向等地域活性化調査事業（地域活性化調査事業） 1.0

新規就農・経営継承総合支援事業 194.8

６次産業化支援対策 26.8

担い手確保対策 5.6

森林・林業人材育成対策 61.8

「新たな木材需要創出総合プロジェクト」の内数 -

資源管理の推進 5.0

農林水産物・食品の輸出拡大関連対策 22.9

日本食・食文化魅力発信プロジェクト 11.1

鳥獣被害防止総合対策交付金 45.4

企業取引情報等に基づく地域活性化事業 2.2

商業・サービス競争力強化連携支援事業 9.9

産学連携サービス経営人材育成事業費 1.8

中小企業・小規模事業者情報プラットフォーム活用支援事業 6.2

次世代物流システム構築事業費補助金 3.2

健康寿命延伸産業創出推進事業 8.2

ふるさと名物応援事業 16.0

小規模事業対策推進事業 46.5

伝統的工芸品産業支援補助金 3.6

伝統的工芸品産業振興補助金 7.0

バイオマスエネルギーの地域自立システム化事業 5.0

新分野進出支援事業 16.7

戦略産業支援のための基盤整備事業 8.0

中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業 25.0

革新的ものづくり産業創出連携促進事業 128.7

グローバル農商工連携推進事業 8.0

ベンチャー創造支援事業 3.4

創業・第二創業促進補助金 7.6

地域創業促進支援委託事業 4.4

地域課題解決ビジネス普及事業 0.6

中小企業再生支援協議会事業 44.8

中小企業・小規模事業者人材対策事業 10.0

小規模事業者等人材・支援人材育成事業 4.5

経営者保証ガイドラインの周知・普及事業 1.0

広域観光周遊ルート形成促進事業 3.0

地域資源を活用した観光地魅力創造事業 2.9

歴史的風致活用国際観光支援事業 1.2

経済産業省

国土交通省

農林水産省



担当府省庁 事業名 予算額
まち・ひと・しごと創生総合戦略における

政策パッケージ

観光地域ブランド確立支援事業 2.6

日・ＡＳＥＡＮ連携によるクルーズ振興 0.1

地方航空路線活性化プログラム 3.1

クルーズ船の受入を円滑化するための先導的事業 0.5

地域活性化を促進する景観・歴史的風致形成の推進 1.5

旅館の経営改善・情報発信促進事業 0.3

建設業、運輸業、造船業等における人材確保・育成 8.2

日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費 6.2

「環境首都水俣」創造事業 1.1

木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業（農林水産省連携
事業）

18.0

廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 5.9

地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業 16.0

離島の低炭素地域づくり推進事業 13.5

持続的な地域創生を推進する人材育成拠点形成モデル事業 2.0

自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 10.0

地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業 8.0

公共施設への再生可能エネルギー・先進的設備等導入推進事業 190.0

先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業（グリーンプラン・パートナーシップ
事業）

53.0

クレジット制度を活用した地域経済の循環促進事業のうち、環境貢献型商品開発・
販売促進支援事業（農林水産省連携事業）

5.5

「低炭素・循環・自然共生」地域創生実現プラン策定事業 3.5

産業廃棄物処理業のグリーン成長・地域魅力創出促進支援事業 1.0

地域低炭素投資促進ファンド事業 46.0

指定管理鳥獣捕獲等事業費 5.0

漂流・漂着・海底ごみに係る削減方策総合検討事業費 4.4

内閣府 沖縄科学技術大学院大学（沖縄振興策） 167.3

「全国移住促進センター（仮称）」の設置や全国フェアの開催など地方への移住・交
流の推進

1.0

ICTを活用した新たなワークスタイルの実現 1.5

地域おこし協力隊の拡充による地域への人材還流の推進 0.9

学校・家庭・地域の連携協力推進事業（学校支援地域本部等） 9.2

地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業 14.7

地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業 0.1

健全育成のための体験活動推進事業 1.1

コミュニティ・スクール導入等促進事業 1.6

地域における留学生交流の促進（地域の将来を担うグローバル人材の育成に資す
る海外留学支援）

0.6

人口減少の克服に向けた私立大学等の教育研究基盤強化 257.5

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 44.2

地域活性化の中核的拠点形成のための国立大学の機能強化（「国立大学法人運
営費交付金」、「国立大学改革強化推進補助金」及び「国立大学改革基盤強化促
進費」の内数）

-

環境省

文部科学省

②地方への新しいひとの流れをつくる

総務省



担当府省庁 事業名 予算額
まち・ひと・しごと創生総合戦略における

政策パッケージ

国立高等専門学校の学科再編等を通じた地域活性化（「国立高等専門学校機構
運営費交付金」の内数）

-

地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業 0.1

退職教員等の活用（地域のシルバー人材、子育て中の女性、退職教員など多彩な
人材の積極参加による地域ぐるみの取組）

41.2

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 0.3

厚生労働省 良質なテレワーク（雇用型）の推進 11.3

都市農村共生・対流総合対策 27.5

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 61.5

多世代交流型住宅ストック活用推進事業 0.3

テレワークの推進による多様な働き方の実現 0.5

環境省 「環境首都水俣」創造事業 1.5

仕事と生活の調和推進調査研究等 0.1

男性にとっての男女共同参画の促進 0.1

子ども・子育て支援新制度（「社会保障の充実」の内数） -

放課後子ども総合プランの推進【放課後子供教室】 38.1

幼稚園、保育所等の利用者負担の軽減（幼児教育無償化に向けた段階的取組） 323.4

「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の一部 1.6

総合的かつ体系的な若者雇用対策の充実 221.5

非正規雇用労働者の雇用の安定と処遇の改善 311.9

妊娠・出産包括支援事業の展開 17.3

待機児童解消加速化プランの更なる推進 124.3

「保育士・保育所支援センターの機能強化」の内数 -

「保育士資格の取得支援」の内数 -

児童家庭支援センター運営事業（「児童虐待・DV対策等総合支援事業」の内数） -

ひとり親家庭の学習支援（「母子家庭等対策総合支援事業」の内数） -

ひとり親家庭の親の在宅就業に関する支援（「母子家庭等対策総合支援事業」の
内数）

-

ひとり親家庭の親の学び直し支援（「母子家庭等対策総合支援事業」の内数） -

退所児童等のアフターケア事業及び児童養護施設の退所者等の就業支援事業
（「児童虐待・DV対策等総合支援事業」の内数）

-

児童養護施設等入所児童に対する学習支援（「児童入所施設措置費等」の内数） -

子どもの預かりサービスに係る安全確保 0.1

育児休業の取得促進 35.2

「朝型」の働き方等の推進 13.7

パートタイム労働者のキャリアアップのための支援強化等 7.5

出生動向等地域活性化調査事業（出生動向基本調査事業） 0.7

イクメンプロジェクトの推進 0.5

中心市街地活性化の推進に必要な経費 0.1

地域再生戦略交付金 70.0

地域再生基盤強化交付金 430.7

厚生労働省

国土交通省

内閣府

文部科学省

③若い世代の結婚・出産・子育ての希
望をかなえる

④時代に合った地域をつくり、安心な
くらしを守るとともに、地域と地域を連
携する

内閣府

農林水産省



担当府省庁 事業名 予算額
まち・ひと・しごと創生総合戦略における

政策パッケージ

沖縄振興一括交付金（沖縄振興策） 1617.6

北部振興事業（沖縄振興策） 25.7

沖縄教育振興事業等（沖縄振興策） 179.8

駐留軍用地跡地利用の推進（沖縄振興策） 3.6

公共施設オープン・リノベーション（公共施設の未利用システムを活用した地域活
性化等）

0.6

過疎地域等の自立促進 2.5

消防団を中核とした地域防災力の充実強化 2.7

集落ネットワーク圏の形成 4.0

定住自立圏等の広域連携の推進 0.3

連携中枢都市圏の形成等 2.0

「学校の規模・配置適正化（義務教育費国庫負担金に係る部分について）」の内数 -

学校の規模・配置適正化（へき地児童生徒援助費等補助金に係る部分について） 16.2

学校規模の適正化・質の高い教育実現のための学校施設の改善（「公立学校施設
整備費」の内数）

-

少子化に対応した活力ある学校教育の推進 0.3

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業 1.4

農林水産省 農村集落活性化支援事業 6.0

中心市街地再興戦略事業費補助金 6.0

まちプロデュース活動支援事業 1.6

戦略的中心市街地エネルギー有効利用事業費補助金 3.2

地域エネルギー供給拠点整備事業 33.9

石油製品流通網維持強化事業 4.9

地域商業自立促進事業 23.0

空き家管理等基盤強化推進事業 1.5

住宅ストック活用・リフォーム推進事業 10.5

不動産関係情報ストックシステムの整備による不動産流通の活性化 0.8

多様な消費者ニーズに対応した中古住宅取引モデルの検討 0.2

コンパクトシティ形成支援事業 2.6

都市機能立地支援事業 40.0

都市・地域交通戦略推進事業 5.0

物流産業イノベーションの推進（地域の持続可能な物流ネットワーク構築事業） 0.2

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成推進 2.7

地域公共交通確保維持改善事業 290.1

地域居住機能再生推進事業 195.0

都市再生コーディネート等推進事業 11.5

スマートウェルネス住宅等推進事業 320.0

国土形成計画の見直し 3.7

地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備 0.2

国土交通省

文部科学省

総務省

経済産業省



担当府省庁 事業名 予算額
まち・ひと・しごと創生総合戦略における

政策パッケージ

公的不動産（ＰＲＥ）の活用促進 0.4

長期優良住宅化リフォーム推進事業 19.0

新たな公による地域ビジネス創造支援体制の構築推進 0.4

離島振興 11.8

奄美群島の振興開発 20.7

小笠原諸島の振興開発 10.6

半島振興及び豪雪地帯対策 1.5

循環型社会形成推進交付金（浄化槽分を除く） 354.7

豊かさを実感できる海の再生事業 0.7

地域活性化に向けた協働取組の加速化事業 0.8

7,225
（Ａ）

（注２）複数の政策パッケージにまたがる事業については、特に関係の深い政策パッケージの欄に記載している。

（※）公費ベースでは1.36兆円。

（注１）四捨五入の関係等で、計数は一致しない。また、事業費の内数として金額が特定できない施策については、事業費全額がまち・ひと・しごと

　　　　創生関連予算に該当するものでないことから、合計額に含めていない。

環境省

13,991総計（Ａ＋Ｂ）

6,766
（Ｂ）

厚生労働省等 社会保障の充実（子ども・子育て支援新制度　等）（※）
その他財政的支援
（国家戦略特区・社会保障制度・税
制・地方財政等）

小計

【問い合わせ先】

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局

山田、武田（TEL:03-6257-1411（直通））
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